

（入札説明書　別添３）

平成30年度地域若者サポートステーション事業に係る提案書作成要領


平成30年度地域若者サポートステーション事業に係る提案書の作成に当たっては、平成30年度地域若者サポートステーション事業仕様書の他、この要領によること。

１　提案書等の提出書類、提出部数、提出期限、等
(1) 提出書類
下記の書類を、正本１部、副本１部、写し３部として作成すること。
なお、ア、エ及びオは、正本１部及び副本１部にのみ添付すること。
また、写し３部については、会社名や会社のロゴマークをマスキングする等により、会社が特定されないようにした上で提出すること。
おって下記イは、紙媒体の提出に加え、電子媒体（CD-R、DVD-R）で１部提出すること。
ア　提案申請書（入札説明書別紙２）
イ　提案書（別紙様式）
ウ　添付書類
(ｱ) サポステ実施場所（自由様式）
事業を実施の場所に係る住所、施設名、最寄り駅等との位置関係が分かる近隣地図、施設の外観写真、施設内部の相談スペースの写真、施設の図面・見取り図・座席図等、同建物内の他の施設の存在状況等が分かる資料
(ｲ) 地域ネットワーク実績（任意様式）
地域ネット－ワーク参加者、関係機関の一覧。今後ネットワーク構築予定の機関については「（予定）」と付すこと。
(ｳ) 本事業に配置する予定のキャリア・コンサルタント（国家資格）の証明書の写し
(ｴ) 地方公共団体から推薦書の交付を受けている場合は、当該推薦書の写し
(ｵ) 提案書等の添付書類とした既存の印刷物等の資料
(ｶ) サポステの利用の申込みに係る様式
(ｷ) 会社（団体）概要（パンフレット等）
(ｸ) 定款、寄付行為
(ｹ) 貸借対照表、損益計算書、収支計算書（決算書）、収支予算書等
(ｺ) 応募者の資本等を証する書類等（現在事項全部証明書、残高証明書等）
(ｻ) 就業規則（就業規則において別途定めるとされている規程（賃金規程等）を含む。）
(ｼ) 会計事務に関する規程等（団体における旅費の支給や物品の購入に関する取扱いが盛り込まれているもの。）
(ｽ) 個人情報の取扱いに関する規程
(ｾ) 危機管理体制に関する規程、方針等
(ｿ) その他下記３(1)から(4)に該当する場合はその写し
エ　競争参加資格確認関係書類（入札説明書別紙３参照）
(ｱ) 全省庁統一参加資格（写）
(ｲ) 直近２年間の保険料の領収書（写）
(ｳ) 誓約書及び添付書類（入札説明書別紙５及び別紙６）
(ｴ) 関係会社一覧表（入札説明書別紙７）
　　オ　その他の書類（委任状（入札説明書別紙４）等）

(2) 提案書の綴じ方
ア　上記(1)の順番で綴じること。
イ　資料にはインデックス（見出し）を付けて、各資料の区別が分かるようにすること。インデックスで使用する表記については、別紙の提案書様式の表紙を参照すること。
ウ　資料は、A４縦フラットファイル（全て同色）に綴じること。
エ　フラットファイルの背表紙は、以下のとおりとすること。
(ｱ) 正本及び副本について
（都道府県名）「平成30年度●●地域若者サポートステーション（調達番号●●提案書（正or副）（団体名）
(ｲ) 写しについて
（都道府県名）「平成30年度●●地域若者サポートステーション（調達番号●●）提案書（写）」

(3) 提出期限等
ア　提出期限
平成30年２月26日（月）17時
イ　提案書等の提出場所
(1)  上記（1）のア～ウ
〒０６０－８５６６　札幌市北区北８条西２丁目１－１　
札幌第一合同庁舎３階北側
北海道労働局職業安定部職業安定課　若年雇用対策係
担当：大頭 (おおがしら)
電話：０１１－７０９－２３１１（内線３６７５）
FAX：０１１－７３８－１０６１
メールアドレス：jakunen@roudoukyoku.hokkaido.jp　　
(2)  上記（1）のエ、オについては、入札書と併せて下記へ提出すること。
〒０６０－８５６６　札幌市北区北８条西２丁目１－１　
札幌第一合同庁舎９階南側
北海道労働局総務部総務課　会計第三係　
担当：瀬口
電話：０１１－７０９－２３１１（内線３５１７）
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(4) 提出に当たっての留意事項
ア　受付時間は、開庁日の９時から12時、13時から17時までとする。
イ　提出された提案書等は、その事由の如何にかかわらず、変更又は取消しを行うことはできない。また、返還も行わない。
ウ　提出した提案書等は、提出者に無断で使用しない。
エ　特許権、著作権等のあるものを企画案で利用する場合には、事前に権利者の承諾を得ること。
オ　採用した提案の版権その他の権利は厚生労働省に帰属すること。
カ　調達番号ごとに、１者当たり１件の提案を限度とし、１件を超えて申込みを行った場合は全てを無効とする。ただし、１者で複数の調達番号に係る提案を行うことは差し支えない。その場合、人員体制や経費管理等については、調達番号ごとに明確に区分すること。
キ　虚偽の記載をした提案書等は、無効とする。
ク　参加資格を満たさない者が提出した提案書等は無効とする。
ケ　提案書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。
コ　この作成要領に疑義が生じた場合は、上記(3)イに問い合わせること。

２　提案書作成上の留意事項
提案書の作成に当たっては、下記に留意すること。
(1) 提案書は、別紙様式「平成30年度地域若者サポートステーション事業　提案書・実施計画書」によること。
(2) 入札説明書別添２「平成30年度地域若者サポートステーション事業仕様書」及び入札説明書別添４「平成30年度地域若者サポートステーション事業における評価項目及び評価基準」を踏まえつつ、仕様書に定める各事業内容を個々別々に実施するのではなく、有機的に機能するような内容とするとともに、提案書を評価する者が特段の専門的な知識や商品に関する一切の知識を有することなく、短時間に、かつ容易に正確な評価が可能な提案書とすること。
(3) 委託者から連絡が取れるよう、提案書（表紙）には提案団体名、住所及び本件連絡先（担当者名、電話番号、FAX番号及びメールアドレス）を記載すること。
(4) 「仕様書」に従った提案書でないと委託者が判断した場合は、当該提案書の評価は行わない。
(5) 補足資料の提出、ヒアリングを求める場合があるので誠実に対応すること。

３　その他提出書類について
本事業において実施する技術審査の評価項目の中に、ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標を評価する項目があるため、該当するものがあれば提案書に併せて以下の書類の写しを提出すること。
(1) 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号。以下「女性活躍推進法」という。）に基づく認定（えるぼし認定）に関する基準適合一般事業主認定通知書
※　労働時間の基準を満たすものに限る。
(2) 次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）に基づく認定（くるみん認定及びプラチナくるみん認定）に関する基準適合一般事業主認定通知書
(3) 青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和４５年法律第９８号）に基づく認定（ユースエール認定）に関する基準適合事業主認定通知書
(4) 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定届
